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平成 23 年４月 26 日 

 

各 位 

 

会社名       富士機工株式会社 

                 代表者名     代表取締役社長 西塚 勝幸 

（コード番号 7260 東証第一部） 

                               問い合わせ先  取締役専務執行役員 山崎清彦 

             ＴＥＬ     053-575-2711 

 
内部統制システム構築の基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 
 当社は、平成 23 年４月 26 日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方

針の改定を決議し、以下の内容といたしましたのでお知らせいたします。 

 なお、改定箇所は下線で示しております。 
 

記 
 
１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 
１）当社は、コンプライアンス体制に係わる規定を制定し、役職員が法令・定款及び 

当社の諸規定を遵守した行動をとるための行動規範を定める。 
２）代表取締役社長直轄の諮問機関としてコンプライアンス委員会を設置し、コンプ 

ライアンス担当取締役がその委員長を務める。又、常勤監査役もコンプライアン 
ス委員会の委員として全社のコンプライアンス体制及びコンプライアンス上の問 
題点の有無の調査に努める。各部署長をコンプライアンス責任者とし、各部署固 
有のコンプライアンスリスクを認識し、その対策を具体化する。 

３）コンプライアンス責任者及び取締役並びに監査役は、コンプライアンス上の問題 
を発見した場合は速やかにコンプライアンス委員会に報告する。このほかに、内 
部通報制度を設け、情報の確保に努める。報告・通報を受けたコンプライアンス 
委員会はその内容を調査し、再発防止策を担当部署と協議の上決定し、全社的に 
再発防止策を実施する。特に、取締役との関連性の高いなどの重要な問題は、取 
締役会、監査役会にて対応する。 

４）コンプライアンス担当取締役、監査役会、監査法人は、情報の交換に努め、コン 
プライアンス上の問題についての意見交換を行い、必要に応じて顧問弁護士の意 
見を求める。 
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５）当社は企業の社会的責任を果たす為、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社 
会的勢力に対して、関係を断絶し、不当要求には毅然とした態度で接する。 
① 当社は、反社会的勢力との関係断絶のため、「富士機工グループ行動憲章」を 

制定し、同勢力との関係断絶を明記し、同勢力及び同勢力と関係のある全て 
の取引先とはいかなる取引も行わないこととする。 

② 反社会的勢力に関する対応を統括する部署を総務人事部に設け、外部専門機関 
との協力体制を整備する。 

③ 取締役及び従業員は、基本的な法律知識、社会常識と正義感を持ち、常に良識 
ある行動に務める。万が一何らかの関係を有した場合には、統括部署を中心 
に外部専門機関と連携し、速やかに関係を解消する体制を確立する。 

 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 

１）管理本部担当取締役は、文書管理規定により、次の各号に定める文書（電磁的記 

録を含む）を関連資料と共に保管する。 

① 株主総会議事録 

② 取締役会議事録 

③ 本部長会議議事録・常務会議事録 

④ 執行役員会議事録 

⑤ コンプライアンス委員会議事録 

⑥ 代表取締役社長の特命により設置した委員会議事録 

⑦ その他取締役会で必要とされた文書 

２）前項各号に定める文書の保管期間は、10 年間とする。保管場所については文書 

管理規定に定めるところによるが、取締役又は監査役から閲覧の要請があった場 

合、２営業日以内に本社において閲覧が可能な方法で保管するものとする。 

３）第１項の文書管理規定を制定又は改定する場合には、取締役会及び監査役会の承 

認を得るものとする。 
 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 

組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応はリスク管理委員会を組織して実施 
する。リスク管理委員会はリスク管理方針を策定し、問題点の集約、分析を行う。ま 
た、各関係部署はその改善案を策定し、実施するとともに定期的にリスク管理委 
員会にその結果を報告する。加えて、内部監査室はリスク管理委員会と平行して、リ 
スク統制体制の整備、運用状況を評価し、その結果を本部長会議及び監査役会に報告 
する。 
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図ると共に、この目標達 

成に向けて各部署が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含めた効率的な達成方 

法を業務担当取締役が定める。また、IT を活用したシステムによりその結果を迅速に 

データ化し、取締役会及び本部長会議において、定期的にその結果のレビューを実施 

し、効率化を阻害する要因を低減・排除するなどの改善を促している。これにより、 

目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実現させる。 
 

５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務 
の適正を確保するための体制 
 

１）富士機工グループ行動憲章、富士機工グループ倫理規則を制定し、遵守すべき 
基本的事項を定め、国内外のグループ会社に展開する。 

２）当社は当社子会社に対し、内部監査部門の定期的な内部監査を行うとともに、当 
社コンプライアンス担当取締役は、当社子会社よりコンプライアンス上の課題問 
題についての報告を受ける。また、当社は、国内子会社に対し、半期毎の関係会 
社事業報告会において、業務運営についてのモニタリングを行い、海外子会社に 
対しては、半期毎のグローバル会議において業務運営についてのモニタリングを 
行う。 

 
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人 

に関する事項 
 

内部監査室は監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査を実施し、 
その結果を監査役会に報告する。尚、内部監査室の人事異動については、監査役会

の同意を得ることとする。 
 

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
 

監査役より、監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役、 
内部監査室長等の指揮命令を受けない。 
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８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す 

る体制 
 

１） 監査役監査基準により監査役会に報告すべき事項を監査役会と協議の上制定し、 
取締役は次に定める事項を報告する。 

① 会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項 
② 毎月の経営状況として重要な事項 
③ 内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項 
④ 重大な法令・定款違反 
⑤ 内部通報制度による通報状況及び内容 
⑥ その他コンプライアンス上重要な事項 

２） 使用人は前項①及び④に関する重大な事実を発見した場合は、常勤監査役に直接 
報告することができる。 

 
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 

監査役会に対し、業務執行取締役・執行役員及び重要な使用人からヒヤリングを実施 
する機会を与えることとすると共に、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的 
に意見交換会を開催する。 
 

以 上 


